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中期総合計画主要施策等評価について 

 

１ 趣旨 

○平成 25年（平成 24 年度実施事業分）度の中期総合計画主要施策等評価書をとりまとめた。

本評価書は、「長野県基本計画の議決等に関する条例」に基づき、９月県議会に報告し、県

民に公表 

○昨年度、平成 20 年度から平成 23 年度までの４年間の取組の成果や課題等を総括し、しあ

わせ信州創造プランに反映したことから、今年度は計画に掲げる達成目標の最終的な達成

状況のとりまとめを実施。なお、「未達成」となった指標については未達成要因を分析 

 

２ 評価結果の概要 

【全体】 

○127 の達成目標のうち 84 指標（66%）が「達成」又は「概ね達成」 

達成 概ね達成 未達成 実績値なし 合計 

65（51.2%） 19（14.9%） 41（32.3%） 2（1.6%） 127 

 

【施策の柱ごとの達成状況と未達成の主な要因】 

○「未達成」の割合は、「２ 産業」（65%）、「１ 環境」（44%）の順に高い。 

 ・「２ 産業」は、リーマンショック（H20 秋）以降の厳しい経済情勢を受けたもの 

 ・「１ 環境」は、廃棄物関連の指標のように既に高い水準にあって伸び率が鈍化している

ものや、水質の環境基準達成率のように大雨や渇水等の気象条件によるもの 

 

 達成 概ね達成 未達成 実績値なし 合計 

１ 自然と人が共生する豊

かな環境づくり 

9 

(39.1%) 

4 

(17.4%) 

10 

(43.5%) 

0 

(0.0%) 

23 

２ 地域を支える力強い産

業づくり 

4 

(20.0%) 

3 

(15.0%) 

13 

(65.0%) 

0 

(0.0%) 

20 

３ いきいき暮らせる安

全・安心な社会づくり 

30 

(63.8%) 

8 

(17.0%) 

9 

(19.1%) 

0 

(0.0%) 

47 

４ 明日を担い未来を拓く

人づくり 

8 

(47.1%) 

2 

(11.8%) 

6 

(35.3%) 

1 

(5.9%) 

17 

５ 交流が広がり活力あふ

れる地域づくり 

15 

(65.2%) 

3 

(13.0%) 

4 

(17.4%) 

1 

(4.3%) 

23 

合 計 66 

(50.8%) 

20 

(15.4%) 

42 

(32.3%) 

2 

(1.5%) 

130※ 
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３ 「未達成」となった達成目標のしあわせ信州創造プランでの対応 

○「未達成」となった 41 の達成目標について、しあわせ信州創造プランでは以下のとおり対応 

 

① 引き続き達成目標として設定するもの（13 指標）（実績値等を基に目標値を変更） 

指標名 中期総合計画 

目標値（H24） 

しあわせ信州創造 

プラン目標値（H29）  

設定根拠【しあわせ信州創造

プラン策定時の最新値】 

1-03 水質の環境基準達成率 

（河川） 

97.2％ 98.6％ 過去の達成率をもとに設定 

【H23：98.6％】 

1-03 水質の環境基準達成率 

（湖沼） 

57.1％ 60.0％ 過去の達成率をもとに設定 

【H23：53.3％】 

1-05 産業廃棄物総排出量 3,600 千 t 以下

（H27） 

3,600 千 t 以下 過去の変化率と削減幅を勘案

して設定【H20：3,709 千 t】 

1-08 遊休農地の解消面積 2,930ha（累計） 600ha／年 現状の５割強の増加を目標に

設定（単年度の目標値を明確

化）【H22：393ha】 

2-02 観光消費額 4,000 億円 3,300 億円 H24 年実績見込みから５％増

加を目標に設定 

【H23：3,063 億円】 

2-02 観光地利用者数 １億人 9,000 万人 H24 年実績見込みから５％増

加を目標に設定 

【H23：8,435 万人】 

2-02 外国人宿泊者数 37 万人 50 万人 現状の倍増を基本に中国をは

じめとする最重点市場からの

宿泊者の増加を見込み設定

【H23：20 万３千人】 

2-03 農業農村総生産額    3,000 億円 3,050 億円 品目ごとの過去の増減率と今

後の生産振興方針等をもとに

設定【H22：2,908 億円】 

2-07 都道府県別地域ブランドラ

ンキング    

10 位以内 10 位以内 過去最高位（10 位）を目標とし

て設定【H22：17 位】 

3-01 １人１日当たりの食塩摂取量  10g 未満 9.0g 未満 国の「健康日本 21（第２次）」

と「食事摂取基準値」の目標（２

ｇ以上の減少）を参考に設定

【H22：11.5g】 

3-09 住宅の耐震化率 90.0％（H27） 90.0％ 国の耐震改修促進計画に基づ

く基本方針による 

【H20：72.4％】 

3-09 消防団協力事業所表示制度

の認定事業所数 

1,500 事業所 1,500 事業所 過去の増加傾向をもとに設定 

【H23：1,027 事業所】 

5-10 鉄道の営業キロ数 774.6km 780.1km 今後の計画をもとに設定 

【H24：750.2km】 
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② より適切な達成目標に変更するもの（24指標） 

指標名（中期総合計画） 指標名（しあわせ信州創造プラン）  変更理由 

1-01 県の業務における温室効

果ガス排出量 

県内の温室効果ガス総排出量 県全体の取組が反映される指標

に集約（旧指標は長野県職員率先

実行計画（第４次）で設定） 

1-05 一般廃棄物リサイクル率 １人１日当たり一般廃棄物排出

量 

廃棄物の削減で最も優先すべき

排出抑制の推進状況を示す指標

に集約（旧指標は長野県廃棄物処

理計画（第三期）で設定） 

1-05 産業廃棄物最終処分率 産業廃棄物総排出量 廃棄物の削減で最も優先すべき

排出抑制の推進状況を示す指標

に集約（旧指標は長野県廃棄物処

理計画（第三期）で設定） 

1-08 ニホンジカの生息数 ニホンジカによる農林業被害の

減少市町村の割合 

調査が 5年毎であることなどから

県民の実感が得られ易い指標を

設定（旧指標は第３期特定鳥獣保

護管理計画で設定） 

2-01 製造品出荷額等 製造業の付加価値額 部品と完成品の額が重複して加

算されないよう、生産活動の状況

をより実質的に表す指標を設定 

2-02 県内の観光サービスに対

する満足度 

旅行者満足度 調査対象を県民とするよりも観

光旅行者とした方が適切である

ため 

2-03 農産物産出額 農業農村総生産額 農業振興に関する経済活動を総

合的に判断する指標に集約 

（旧指標は第２期長野県食と農

業農村振興計画で設定） 

2-03 農業関連産出額 

2-04 民有林の素材生産量 素材生産量 国有林も含めた県内全体の素材

生産量の指標を設定 

2-08 Ｉターン事業による就職

確認数 

行政サポートによる移住者数 Ｉターンを含めた移住者数を指

標に設定 

 

3-01 がん検診の受診率 がん 75 歳未満年齢調整死亡率 がんによる死亡者数を減少させ

る目的に照らした指標を設定 

（旧指標は信州保健医療総合計

画で設定） 

3-02 がん診療連携拠点病院数 

3-05 福祉施設から一般就労へ

の移行数 

障害者就職率 より幅広く障害者の就業状況を

捉えることが可能な指標を設定

（旧指標は長野県障害者プラン

2012 で設定） 

3-07 母子家庭の母の就業率 母子家庭等就業・自立支援センタ

ー事業登録者の就業率 

年度ごとの実績を把握できる指

標を設定 

3-10 刑法犯検挙率 重要犯罪検挙率 県民の不安感が大きい重要犯罪

に絞った指標に集約 

4-01 基礎的・基本的な内容の定

着度（小学生） 

全国学力・学習状況調査の基礎

的・基本的な内容の定着度が全国

平均より高い児童生徒の割合 

全国平均との比較ができる指標

を設定 
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指標名（中期総合計画） 指標名（しあわせ信州創造プラン）  変更理由 

4-01 ４年制大学進学率（県内公

立高等学校） 

学力実態調査（高 2）での基礎学

力定着度（正答率） 

大学進学率は景気の影響を受け

る面もあるため、高校生の学力の

定着状況を捉えることができる

指標を設定 

 

4-01 学校に対する満足度（小・

中・高） 

学校満足度（「学校に行くのが楽

しい」と答える児童生徒の割合

（小中学校）、「学校の授業が理解

できている」と答える生徒の割合

（高校）） 

従来の方法では調査ができなく

なったため調査方法を変更 

4-01 3 日以上の職場体験実施校

数（中学校） 

「将来の夢や目標をもっている」

と答える児童生徒の割合（小・中

学校） 

キャリア形成の視点で、全国との

比較ができる指標を設定 

4-01 体力運動能力テストの結

果で全国平均を上回った

項目数の割合（小・中・高） 

全国体力・運動能力、運動習慣等

調査での体力合計点（数値・全国

順位） 

児童生徒の体力向上を的確に反

映でき、全国との比較が適切にで

きる指標を設定 

4-01 特別支援学校高等部の卒

業生の就職者数 

特別支援学校高等部卒業生の一

般就労した生徒数の割合 

生徒数の増減などによる影響を

受けにくい「率」による指標を設

定 

5-02 ＮＰＯ法人数 公共的活動への参加度 ＮＰＯの活動内容に着目した指

標を設定 

5-04 「男は仕事、女は家庭」と

いう考え方を好ましくな

いと考える人の割合 

・県職員の係長以上に占める女性

の割合 

・民間企業の課長相当職以上に占

める女性の割合 

政策・方針決定過程や雇用分野に

おける女性の参画状況を示す指

標を設定（旧指標は第３次長野県

男女共同参画計画で設定） 

5-10 旅客輸送量に占める公共

交通機関の輸送量の割合 

公共交通機関利用者数 国の調査の変更により算定不能

となったため 

 

③ 達成目標を廃止するもの（４指標） 

指標名 廃止理由 

1-01 環境マネジメントシステムの認証登録件数 認証取得に多額の経費がかかり、景気の影響を強

く受ける当該指標は、施策の効果を測るものとし

て適していないため 

1-01 新築住宅の次世代省エネ基準達成率 長野市、松本市を対象としていないことから、正

確な達成率の把握が困難であるため 

2-06 県内商店街の空き店舗率 毎年の数値の把握が困難であるため 

 

3-12 事業者に対する立入検査数 法改正により H24 年度から当該立入検査の権限が

市に移譲されるため 

 

 


